

























































































A Study on the Position and the Structure of the System of Financial 
Statements of the Statement of Shareholdersʼ Equity 




























































































（出所：杉本[1991] 99 頁より抜粋） 
 
 
















































































































（出所：杉本[1991] 99 頁より抜粋） 
 
 































































































































（借） 利益処分繰越利益剰余金減 430,000 （貸） 未 払 配 当 金 300,000
利 益 処 分 別 途 積 立 金 増 100,000
利 益 処 分 利 益 準 備 金 増 30,000
（2）800,000円の増資を行い，払込金は全額当座預金に預け入れた。なお，資本金は会社法が認める最低額を計上する。
（借） 当 座 預 金 800,000 （貸） 増 資 資 本 金 増 400,000




（借） 建 物 500,000 （貸） 吸 収 合 併 資 本 金 増 200,000
仕 入 100,000 吸 収 合 併 資 本 準 備 金 増 200,000
借 入 金 200,000
（4）当社は保有する自己株式1,000株（簿価50円）のうち，300株を１株当たり55円で処分した。代金は，処分に際し
要した手数料300円を差し引いたのち，直ちに当座預金とした。
（借） 当 座 預 金 16,200 （貸） 処 分 自 己 株 式 減 15,000
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利 益 処 分 別 途 積 立 金 増 100,000
利 益 処 分 利 益 準 備 金 増 30,000
（2）800,000円の増資を行い，払込金は全額当座預金に預け入れた。なお，資本金は会社法が認める最低額を計上する。
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（借） 建 物 500,000 （貸） 吸 収 合 併 資 本 金 増 200,000
仕 入 100,000 吸 収 合 併 資 本 準 備 金 増 200,000
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（4）当社は保有する自己株式1,000株（簿価50円）のうち，300株を１株当たり55円で処分した。代金は，処分に際し
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（借） 配当その他資本剰余金減 1,100 （貸） 未 払 配 当 金 1,000
配 当 資 本 準 備 金 増 100
（6）資本金を50,000円減少させ，配当を現金35,000円で支払った。
（借） 減 資 資 本 金 減 50,000 （貸） 現 金 35,000
減資その他資本剰余金増 15,000
（7）資本準備金のうち，100,000円を資本金に組み入れた。
（借） 組 入 資 本 準 備 金 減 100,000 （貸） 組 入 資 本 金 増 100,000
（8）決算の結果、当期純利益985,000円，その他包括利益15,000円を計上した［６］。




（借） 資 本 金 増 減 50,000 （貸） 減 資 資 本 金 減 50,000
（借） 増 資 資 本 金 増 400,000 （貸） 資 本 金 増 減 700,000
吸 収 合 併 資 本 金 増 200,000
組 入 資 本 金 増 100,000
（借） 資 本 金 増 減 650,000 （貸） 資 本 金 650,000
②資本準備金勘定に関する振替え
（借） 資 本 準 備 金 増 減 100,000 （貸） 組 入 資 本 準 備 金 減 100,000
（借） 増 資 資 本 準 備 金 増 400,000 （貸） 資 本 準 備 金 増 減 600,100
吸 収 合 併 資 本 準 備 金 増 200,000
配 当 資 本 準 備 金 増 100
（借） 資 本 準 備 金 増 減 500,100 （貸） 資 本 準 備 金 500,100
③その他資本剰余金勘定に関する振替え
（借） そ の 他 資 本 剰 余 金 増 減 1,100 （貸） 配当その他資本剰余金減 1,100
（借） 自己株式処分その他資本剰余金増 1,500 （貸） そ の 他 資 本 剰 余 金 増 減 16,500
減資その他資本剰余金増 15,000
（借） そ の 他 資 本 剰 余 金 増 減 15,400 （貸） そ の 他 資 本 剰 余 金 15,400
④利益準備金勘定に関する振替え
（借） 利 益 処 分 利 益 準 備 金 増 30,000 （貸） 利 益 準 備 金 増 減 30,000
（借） 利 益 準 備 金 増 減 30,000 （貸） 利 益 準 備 金 30,000
⑤別途積立金勘定に関する振替え
（借） 利 益 処 分 別 途 積 立 金 増 100,000 （貸） 別 途 積 立 金 増 減 100,000
（借） 別 途 積 立 金 増 減 100,000 （貸） 別 途 積 立 金 100,000
⑥繰越利益剰余金勘定に関する振替え
（借） 繰 越 利 益 剰 余 金 増 減 430,000 （貸） 利益処分繰越利益剰余金減 430,000
（借） 利益計上繰越利益剰余金増 985,000 （貸） 繰 越 利 益 剰 余 金 増 減 985,000
（借） 繰 越 利 益 剰 余 金 増 減 555,000 （貸） 繰 越 利 益 剰 余 金 555,000
⑦その他包括利益累計額勘定に関する振替え
（借） 利益計上その他包括利益増 15,000 （貸） その他包括利益累計額増減 15,000
（借） その他包括利益累計額増減 15,000 （貸） そ の 他 包 括 利 益 累 計 額 15,000
⑧自己株式勘定に関する振替え
（借） 処 分 自 己 株 式 減 15,000 （貸） 自 己 株 式 増 減 15,000
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